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保全を目的とした地方自治体による条例には 1968 年 4 月に制定された金沢市伝
統環境保存条例がある。以降、岡山県倉敷市、福岡県柳川市、兵庫県神戸市、
岡山県高梁市、岐阜県高山市、島根県松江市などが相次いで制定されている。 








別冊 1 号 P34-36 
4 ここでいう面とは地区の範囲を意味する  
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6 2002 年より実施する・歴史的建造物を保護するための制度 
7 魏小娥・加藤晃規（2012）「韓城党家村四合院住宅の複合的利用の実態調査・
歴史的四合院の利活用に関する研究」日本建築学会地域施設計画研究シンポジ
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を表 1-1 で示す。それによれば町家が全国に広く点在していることがわかる。 
  表 1-1 町家の分布 
 
                                                  






NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家
1 奈良・今西家 9 岡山・梶村家 17 長野・手塚家 25 埼玉・山崎家
2 京都・杉本家 10 広島・吉井家 18 長野・旧中村家 26 埼玉・星野家
3 京都・野口家 11 愛媛・上芳我家 19 長野・等々力家 27 福島・谷口楼
4 京都・奥渓家 12 佐賀・西岡家 20 長野・小野家 28 宮城・渡辺家
5 京都・滝沢家 13 石川・水毛生家 21 長野・武居家 29 宮城・佐藤家
6 滋賀・有川家 14 石川・青木家 22 長野・岡谷家 30 岩手・畠家
7 三重・長谷川家 15 岐阜・渡辺家 23 長野・岩波家 31 岩手・木津屋池野家
8 岡山・中西家 16 岐阜・大黒屋 24 千葉・宇田川家 32 秋田・河原田家














表 1-2 四合院住宅の変遷 
 











3 晋魏六朝 紀元265年－紀元589年 室内の配置と家具の出現
隋唐 門、壁などの装飾
五代遼 家具様式の多様化
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第 1 期「商殷周・春秋戦国」では、四合院の基本的な形式が出現した。 
第 2 期「秦漢から三国」では、院落を前院と後院に区別した。 
第 3 期「晋魏六朝」では、室内に家具を配置し始めた。 
第 4 期「隋唐・五代遼」では、門、壁などに装飾をし始め、室内に陳列され
る家具の様式の多様性がみられた。 
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37 西村圭悟・他（2009）「愛媛県内子町における町並保存に関する研究」日本建
築学会九州支部研究報告 P369-372  
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に関する研究」日本建築学会計画系論文集 No.474 P133-141 
42 久保秀幸（2008）「歴史的町並みを活かした町づくりの持続性とその評価につい




究 その 2」日本建築学会近畿支部研究発表会 P533-536 
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対策の動向と新規建物活用」日本建築学会学術講演梗概集 P485-486 


























市内に「町家」が約 2 万 8 千軒あったが53。2003 年調査では 2 万 5 千軒になっ
ており、その 5 年間約 10％減ったと推定されている。2 万 5 千軒の多くが文化
財に未指定の町家、長屋であり、国と市の文化財に指定され、登録された京町
家の件数は 15 軒に過ぎないという54。 








52 米村博昭（2010）『今井町における NPO 今井まちなみ再生ネットワークの取
り組み』住宅 No.10 
53 京都市都市計画局（2004）『京町家まちづくり調査の調査結果について』
http://www.city.kyoto.jp/tokei/todu/kohos/20040709-01.pdf2010 年 07 月 25 日閲覧 
54 国の重要文化財に指定された 2 件、京都市指定の 10 件、京都市登録の 3 件 


















































































                                                  
59 白木里恵子・他（2007）『北海道の地方都市における歴史的建造物の転用実態
に関する研究』北海道工業大学研究紀要 No.35 
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年　題目 建築意匠・地区特性の調査 町並みと景観の関係 住民参加・合意形成・意識調査
民間・行政組織の
役割 利用・利活用の手法保存・整備制度手法
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年　題目 建築意匠・地区特性の調査 町並みと景観の関係 住民参加・合意形成・意識調査
民間・行政組織の
役割 利用・利活用の手法保存・整備制度手法



























































なお、本研究が依拠する日本の歴史的建造物に関する資料は、2009 年 4 月か
ら 2014 年 2 月（現在）までの文献調査と各地への短期訪問を通して、周辺地域
についての知識を得ながら調査地の選定を進めた。2011 年 10 月調査地を今井




中国の歴史的建造物に関する資料は、筆者の修士論文64を基に、2011 年 9 月、





                                                  
64 魏小娥（2011）「西安四合院の空間利活用に関する研究」関西学院大学総合政
策研究科 修士論文 
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1.3.2 本論文の構成 
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                  歴史的建造物の保存制度の現状と課題
及び利活用の動き 
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こうした状況の中で、日本では 1980 年代から 1990 年代を中心に歴史的建造
物の保存に関する保存整備手法・保存の評価などの研究が蓄積されつつある72・
73・74・75。中国では 1990 年代後半から歴史的建造物の保存政策、保存の評価な
                                                  
65 扇谷純（19921024）「歴史都市ボローニャ/伝統を敬う心が町並み守る」朝日
新聞・京都版夕刊 
66 苅谷勇雅（2008）「文化財建造物 保存と活用の新展開」政策科学 15-3、P57-76 











72 宮澤智士（1985）「重要伝統的建造物群保存地区の選定」月刊文化財 NO.262 
P10-20 
73 八木雅夫・他（1985）「杵築市伝統的文化都市環境の保全と整備に関する考察・
その 3 保存修景計画」日本建築学会大会学術講演梗概集 P1643-1644 

















集 No. P151-160 
76 王景慧（1996）「歴史文化名城的保護内容及方法」城市規划 P15-17 
77 葉華・他（1997）「中国における歴史的環境保全のための歴史文化名城保護制
度に関する研究―名城保護制度の枠組みの整備過程の特徴と課題」日本建築学



















- 23 - 
 
2.1.2 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。第 1 節において（本節）研究の背景と目的


































                                                  
86 平田富士男（2004）「歴史的資産としての緑の保全と活用―古都保存法の理念
と意義」新都市 Vol.58,No.9 P21-28 
87 文化財保護法第 9 章第 43 条伝統的建造物群保存地区の決定及びその保護 
88 文化財保護法第 9 章第 44 条重要伝統的建造物群保存地区の選定 





れた90。さらに、2006 年度より NPO 等による文化財建造物活用モデル事業が始ま
り、NPO 等が提案する文化財建造物の活用が促進されてきた91。 
以上歴史的建造物の保存に関わる法制度と社会の動きを簡単に概況したが。
それらの成果として、2014 年 5 月現在、歴史的建造物を重要文化財として指定
した件数は国宝 218 件、重要文化財 2412 件、重伝建地区は 106 地区、登録有








地区防災計画策定調査を行う事業である。その選定の流れを図 2-1 で示す93。 
1976 年 9 月に長野県南木會町妻籠等 7 地区が初めて保存地区として選定され




また、各年度の選定件数の推移を図 2-3 で示す。図 2-3 の推移でみたように、
当初の 5 年間は 15 件の選定ができたが、続く 10 年間は 14 地区と、平均すれば
毎年 1 から 2 地区の選定となっている。選定件数が 0 地区だった年もみられる。
その後は、5 年毎に 10 地区以上の選定がみられた。さらに、一つの県で 3 箇所
もしくは 4 箇所が保存地区に選定されたこともある。2012 年は 9 地区が選定さ
れて、過去最多の選定数を記録した。 
 
                                                  
89 第 35 回全国町並みゼミ資料（2012）福岡大会 
90 第 4 回全国町家再生交流会（2011）今井町 
91 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/hozon/npo_kanrijigyo.html（2014.06 ア
クセス） 
92 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shoukai/shitei.html（2014.06 アクセス） 
93 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/pamphlet/pdf/pamphlet_ja_05.pdf 
（2014.05 アクセス） 
94 文化庁重伝建地区の現状：http://www.bunka.go.jp/ （2013 年 12 月アクセス） 
95 全国伝統的建造物群保存地区協議会ホームページ http://www.denken.gr.jp// 
（2014 年 5 月アクセス） 
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         ・建造物の保存整備計画
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1 北海道・東北  4 近畿 
2 関東・甲信越  5 中国・四国 
3 中部・北陸   6 九州・沖縄 
6 
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図 2-3 重伝建地区の選定推移 
 












が 53％、10 年以上を要した地区も 31％あり、平均所要年数は 7.1 年である。
②立地条件別では、中山間地域では平均所要年数が 6.1 年、都市的地域は 8.5 年
である。その中で過疎地域では 5 年未満が 79％を占める。平均所要年数も 3.6







開発を進める」が 33 地区（複数回答 5 地区を含む）となっている98。 
 
                                                  
96 田中禎彦（2012）「重伝建地区の 100 地区の歩みとこれから」月刊文化財 P24-27 
97 小林史彦・他（2003）「伝統的建造物群保存地区制度の運用過程における実施
施策の内容」日本建築学会計画系論文集 第 567 号、P87-94 





































1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014
箇 年度別の選定推移
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2.2.3 近畿地区における重伝建地区選定の経緯と利活用への動き 
ここでは近畿地区 2 府 4 県の重伝建地区の概要を整理した上で、こうした地区
の事例から選定前の調査体制と選定後の住民組織の取り組みを述べる。 
近畿地区 2 府 4 県（京都府、滋賀県、奈良県、大阪府、兵庫県、和歌山県、）
の重伝建地区の選定箇所は 19 か所（表 2-1）である99。 





1970 年代選定された祇園新橋、産寧坂、嵯峨野鳥居本の 3 地区、1988 年選
定された上賀茂、1993 年選定されたかやぶき集落群としての美山町、2005 年
選定された与謝野町加悦、同じく 2005 年に選定された伊根浦の７地区がある。 
 
① 祇園新橋（表 2-1 の No.1） 
祇園新橋地区は 1974 年 7 月に京都市市街地景観条例に基づく「特別保存修景




                                                  
99 近畿地方の町並み 1-6 日本の町並み調査報告書集 
No 名称 種別 都道府県 所在地 調査年度 指定年月日
1 京都市祇園新橋 茶屋町 京都府 京都市 1971 19760904
2 京都市産寧坂 門前町 京都府 京都市 1971 19760904
3 京都市嵯峨鳥居本 門前町 京都府 京都市 1974 19790521
4 神戸市北野町山本通 港町 兵庫県 神戸市 1975 19800410
5 京都市上賀茂 社家町 京都府 京都市 1977 19881216
6 近江八幡市八幡 商家町 滋賀県 近江八幡市 1976 19910430
7 南丹市美山町北 山村集落 京都府 南丹市 1989 19931208
8 橿原市今井町 寺内町 奈良県 橿原市 1977 19931208
9 富田林市富田林 寺内町 大阪府 富田林市 1974 19971031
10 大津市坂本 里坊群 滋賀県 大津市 1979 19971031
11 東近江市五個荘金堂 農村集落 滋賀県 東近江市 1981 19981225
12 篠山市篠山 城下町 兵庫県 篠山市 1999 20041210
13 伊根町伊根浦 漁村 京都府 伊根町 2001 20050722
14 与謝野町加悦 製織町 京都府 与謝野町 2003 20051227
15 宇陀市松山 商家町 奈良県 宇陀市 1997 20060705
16 湯浅町湯浅 その他 和歌山県 湯浅町 1998 20061219
17 豊岡市出石 城下町 兵庫県 豊岡市 1999 20071204
18 五條市五條新町 商家町 奈良県 奈良県五條市 2004 20101224
19 篠山市福住 宿場町 兵庫県 兵庫県篠山市 2007 20121228








磯辺初男の計 11 人である。 
 
② 産寧坂（表 2-1 の No.2） 
産寧坂は 1972 年 9 月京都市の「特別保存修景地区」に指定され、1976 年 6
月伝建地区に指定され、そして同年 9 月重伝建地区として選定された。1994 年







③ 嵯峨野鳥居本（表 2-1 の No.3） 















⑤ 美山町（表 2-1 の No.7） 
美山町は、1989 年 7 月に保存調査事前協議会が設置され、調査は同月組織さ
れた保存対策協議会により実施された。保存対策協議会は学識経験者京都大学
工学部教授西川幸治、調査地区代表、行政代表京都府教育庁文化財保護課長提
圭三郎などの協議会委員 11 名、専門委員 5 名、調査委員 6 名、顧問 3 名の計
25 名によって構成された。選定される前に結成されたかやぶきの里保存会の他、











根浦舟屋群等保存会が設置された。その後、2001 年から 2003 年まで保存のた
めの基礎資料を得るための調査が行われた。調査は保存対策調査委員会によっ
て実施された。調査委員会は伊根町長向井義旭、京都工芸繊維大学教授日向進、
伊根町各地区代表、などの 28 人、調査員 2 人、調査補助 19 人、事務局 3 人、
計 52 人によって構成された。 
 
⑦与謝野町加悦地区（表 2-1 の No.14 ） 
与謝野町加悦地区は、京都工芸繊維大学教授日向進が 1987 年から 1988 年の
間に街道筋の 90％近くの立面図及びいくつかの建物の平面図などを作成した。









① 神戸市北野町山本通（表 2-1 の No.4） 
神戸市北野町山本通は、明治時代の開港により形成された洋風外国人住宅群
を持つ地区である。1975 年 8 月から 1976 年 3 月まで調査会によって調査が実
施された。この調査会は専門委員会（神戸大学名誉教授野地脩左、奈良国立文
化財研究所平城宮発掘調査部長鈴木嘉吉、兵庫県教育委員会次長後藤光男、山
本通 1 丁目自治会会長山森要など）計 18 名によって構成された。 
 
② 篠山市篠山(表 2-1 の No.12) 
篠山市篠山は、1609 年篠山盆地の中央に築かれた篠山城の城下町である。こ
こに、城下町形成時からの歴史的空間が残された理由は、立地上、都市化の進
                                                  
100 中野邦治（2008）「美山町有限会社かやぶきの里の取り組み」日本農村生活
学会農村生活研究 51（2）P26-30 
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展がそれほど急激なものではなくインフラや建物の更新が進まなかったという

























家が軒を並べ栄えてきた。文化庁の国庫補助事業の採択を受けて 2007 年と 2008










滋賀県では 1991 年選定された近江八幡市八幡、1997 年選定された大津市坂
本、1998 年選定された東近江市五個荘金堂の 3 地区がある。 
①近江八幡市（表 2-1 の No.6） 
















③ 東近江市五個荘金堂（表 2-1 の No.11） 
東近江市五個荘金堂は、1982 年実施された五個荘金堂伝統的建造物群保存対






松山地区、2010 年選定された五條市五條新町の 3 地区がある。これらの地区に
ついては 1950 年代後半頃から建築史を専攻するごく少数の研究者の間では、橿
原市今井町や五條市新町が注目し始めていた。 
①橿原市今井町（表 2-1 の No.8） 
1970 年代から文化財保護法の改正を受けて、集落と町並みを今後保存地区と
してその保存整備計画の策定を行うための調査地として今井町が取り上げられ、
本格的な調査は 1977 年、1979 年、1980 年、1981 年の計 4 回の調査が行われ
た。1977 年の調査は文化庁文化財保護部建造物課が実施した。調査協力者は京
都大学教授川上貢、工学院大学学長伊藤ていじ、東京大学教授大谷幸夫、稲垣
栄三、橿原市長三浦太郎など計 10 名である。1979 年の調査は同じく文化庁文
化財保護部建造物課が担当しながら、文化庁はこの調査を橿原市に委託した。
橿原市は調査の実務を株式会社日本設計事務所に委託し、大阪市立大学、奈良
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②五條市新町地区（表 2-1 の No.18） 
五條市新町地区は、1970 年代の調査成果を利用し、2004 年から 2005 年にか




③宇陀市松山地区（表 2-1 の No.15） 







和歌山県では 2006 年 12 月重伝建地区に選定された湯浅町湯浅がある。 
①湯浅町（表 2-1 の No.16） 






湯浅 TMO（Town Management Organization）は、街路修景や町家の改修や
伝統諸産業の魅力を発信する組織として 2002 年 3 月に発足した。選定までに 9
件の家屋の外観改修が助成制度で行われた。また、2007 年 4 月からボランティ
                                                  





103 MSN 産経ニュース（2014.01.28）「五條の NPO「大和社中」に認定証」 
104 紀州湯浅の町並み（2001）「伝統的建造物保存対策調査報告書」湯浅町教育
委員会 





大阪府では 1997 年に選定された富田林寺内町がある。 






められた。1983 年 9 月と 11 月寺内町居住者の実態、住宅・建物の現況を把握
し、住民の町並みに対する評価や関心度、などの町並み保存の在り方に対する
住民の意向調査が行われた。この調査は京都府立大学教授林野全孝を主査とし


















                                                  
105 神吉紀世子（2002）「重伝建地区選定前の 6 年間―湯浅町の自主的まちなみ
保存」建築雑誌 Vol.122 P46-47 
106 中辻亘（2009）「暮らしが息づく街並みー富田林寺内町」ディスカバー堺・
南河内の文化遺産、P59-64 





























































2000 年代に入り、歴史文化名鎮名村という概念が構築され、2003 年中国の第 1 期
歴史文化名村名鎮リストを国の行政関係者と専門家が選定し公表した。さらに、第






                                                  

























こうして中国国務院は、1982 年、1986 年及び 1994 年 3 回の指定を通じて、

















                                                  
111 大西国太郎・朱自煊（2001）『中国の歴史都市・これからの景観保存と町並
みの再生へ』鹿島出版社 P27 
112 阮仪三・他（1999）「歴史文化名城保護理論与规划」同济大学出版社 P20-24 
113 賈鴻雁（2007）『中国歴史文化名城通論』東南大学 P175-177 
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図 2-4 中国歴史文化名城の指定都市 
歴史文化名城のタイプは大きく以下の 7 種類に区分されている。第 1 種は中
国の古都としての都市、第 2 種は歴史上の諸侯や地方政権のあった都城、第 3
種は伝統産業で栄えた都市、第 4 種は近代の記念的意味を持つ都市、第 5 種は
民族的・地方的特色をもつ小都市、第 6 種は自然景観都市、第 7 種は、伝統建
築を持つ都市の 7種類である。その 7種類で区分された 99都市を表 2-2で示す。 
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するには、旧住民の参与と保存への意欲を高めることが重要である。 

















2002 年この歴史文化名鎮名村制度が設立されて以来、当初の 2003 年の 22 か
所から 2014 年 2 月現在では名鎮 252、名村 275 か所に拡大されている117。そ
の推移を図 2-5 で示す。図で示したように、当初の鎮の 10 箇所と村の 12 箇所
で合計 22 箇所を選定したが、その後 2 年毎の選定を行った記録もあれば 4 年に




図 2-5 中国歴史文化名鎮・名村の選定推移 
（中国住房和城郷建設部の資料を基に筆者が整理し作成） 
                                                  
117 中国住房和城郷建設部ホームページ 
http://www.mohurd.gov.cn/wjfb/index_10.html （2014 年 6 月アクセス） 
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2.3.3「歴史文化名村」選定の経緯と利活用への兆し 
ここでは第 1 期歴史文化名村に選定された 12 村のうち 3 事例について選定経
緯と利活用への動きを述べる。 
①流坑古村 
流坑古村は、江西省楽安県西南 28km にある。村は 580-907 年（五代）に開
始し、960-1126 年（宋）に発展したが、1271-1368 年（元）に一度衰退する。
その後、1368-1619 年（明）に隆盛が続くが、1840 年以降（晩清）は衰退して
いた。村には現在も 500 あまりの古建造物が残されている。 
流坑古村の保存と利用については、清華大学建築専門家が保存と開発の両面
から「江西省楽安県流坑古村落保護規划」を策定した。その中では、4 つの開発












川底下村は、北京市の郊外 98km にある。村は 1421 年（明の永楽年間）に韓
氏一族が山西省から移住する際、大行山脈の清水流域を居住地に選び、村の形
態ができたた。1984 年以降、村の四合院住宅を国家文物局が調査した。その後、
専門家に評価され、数軒の四合院住宅が文化財に指定された。2001 年 4 月に村








ること、交通手段は自家用車が 47％、公共バスが 26％、会社の車が 21％、そ
の他が 6％である。村に対する来訪者の自由意見は「民族観光」資源の内容をも
っと突出させる」が 31％、「飲食・宿泊を含む観光施設管理の強化が 24％、「観
                                                  
118 董虹・他（2003）「中国古村落保護与開発的経済学思考―以流坑古村為例」
P171-173 





















合院でありながら、片側に 1 室型、2 室型、3 室型、4 室型の廂房を配置する特
徴を持ち、従来の居住を中心とした機能は維持しながら、観光客・都市部の大








3 つの事例から、中国の歴史的建造物群を歴史文化名村とする制度が 2000 年
                                                  
119 董振華（2009）「農村民族観光に対する地域住民及び観光客の意識と今後の
改善の方向性」農村生活研究 No.138 P42-52 
















中国の歴史的建造物の保存の動きは、1949 年の中華人民共和国の（10 月 1
日）の建国前後、人民解放軍による歴史的建造物の残存確認とその後の文化財
保全ための専門機関の設立に始まる。1961 年重要文化財の指定が開始され、そ
こから約 20 年を経た 1982 年には点としての文化財保護法と面としての歴史文







































様性の 4 つの基準がある。 
「複合遺産」は「文化遺産」又は「自遺遺産」において、少なくともそれぞ
れ 1 つの基準に達するものとする。 
2015 年現在、世界遺産に登録された件数は 1007 件（文化遺産 779 件、自然
遺産は 197 件、複合遺産 31 件である）である124。また、文化遺産の中に民家群
の文化遺産（歴史的町並みと街区 5 箇所、集落村 11 箇所、集合住宅 2 箇所、民
家群の複合遺産（伝統的建造物群 2 箇所、集落 1 箇所）計 21 か所が指定されて
いる。21 箇所を表 2-3 で示す。 
表 2-3 民家群の概要 
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2.4.2 日本と中国における歴史的建造物群の世界遺産 
日本の民家を世界遺産に登録した物件数は 3 件で、1995 年登録をうけた白川




真 2-5）、福建省の土楼（写真 2-6）の 3 件である125・126。 
1）日本 
白川郷・五箇山の合掌造り集落は、岐阜県・白川村荻町と富山県・南砺市相






ある。2004 年選定をうけた温泉津伝統的建造物群保存地区は 2007 年及び 2010
年世界遺産に登録された「石見銀山遺跡128とその文化的景観」129として世界遺
産に登録された。 
富岡製糸場と絹産業遺産群は、2014 年 6 月世界遺産として登録された。群馬
県富岡市の富岡製糸場、および伊勢崎市、藤岡市、下仁田町の 2 市 1 町に点在
する養蚕関連の文化財によって構成される。2007 年 1 月近代化遺産として日本
で最初に暫定リストに含まれた物件であり、日本の近代化への寄与にとどまら








                                                  
125 古田・他（2013）『世界遺産事典』日本の登録 P65-69、中国の登録 P55-64 
126 写真 2-1～2-5 世界遺産リスト http://whc.unesco.org/en/list/ 2014.05 アクセス 
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庭園づくりもみられる。西逓村は面積 13ha、14～19 世紀の祠堂が 3 棟、牌楼





混合式の建物である。100 年以上の歴史をもつ村落群には 1833 棟が存在してい
るが、その多くはすでに廃墟となっており、適切な保存が求められている。 
福建土楼は 2008 年世界遺産に登録された。福建省の南西部の 3 県（永定県・
南靖県・華安県）に分布している。客家（他地域の人が福建省に移住し始めた


































写真 2-1 白川郷 写真 2-2 石見銀山 
写真 2-4 宏村 写真 2-5 開平望楼 写真 2-6 福建土楼 
写真 2-3 赤岩地区  
































































































































134 福田晴虔（1980）「町並み調査の方法と保存整備の手法」第 3 回集落町並み
対策研究集会記録 P29-53 
135 岡崎篤行・原科幸彦（1995）「歴史的町並みを活かしたまちづくりにおける
合意形成過程に関する事例研究 日本都市計画学会学術研究論文 P337-342 
136 牛谷直子・他（2002）「重要伝統的建造物群保存地区における修景実態に関
する研究」日本建築学会計画系論文集、第 561 号、P211-216 
137 黒川知沙・等（2009）「伝統的建造物保存地区における借家に関する研究 そ
の 2」日本建築学会大会学術講演集 P753-P754 
138 根田克彦（2010）「伝統的建造物保存地区におけるイベント型観光の可能性
―橿原市今井町を事例として」奈良教育大学紀要第 59 巻第 1 号 








なお、インタビュー調査は保存整備関係者 5 人、住民団体関係者 3 人、住民
10 人、既存調査に関わった研究者 1 人の合計 19 人を対象として、2011 年 9 月
から 2013 年 2 月にかけて随時、1 回当たり約 2 時間で実施した。 
 
3.1.3 本章の構成 


























                                                  
139 今井町絵図（細田家所蔵）『今井町絵図集』 
140 今井町史編纂委員会（1957）『今井町史』中西文山堂 




















今井町は、近鉄橿原線八木西口から徒歩約 5 分、JR 桜井線畝傍駅から約 10
分という交通の便利な場所に位置する。東に約 1300 年前の日本最初の都城であ
る「藤原京跡」があり、南には神武天皇を祭る「橿原神宮」があり、また万葉
文化のふるさと「明日香」も近い。1993 年 12 月重伝建地区に選定され、東西
約 600m、南北約 310m の旧環濠に囲まれた地区である。 
橿原市は奈良県下で 5 番目の市として 1956 年 2 月 11 日、磯城郡耳成村、高
市郡畝傍町、鴨公村、八木町、今井町、真菅村の 6 町村が合併し市制を施行さ
れた市である。当時 38,560 人であったが、現在 12 万 5 千人余りである。 











                                                  
141 橿原市教育委員会（2009）『橿原市今井町伝統的建造物群保存地区見直し調
査報告書』 
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現在の町と初期の変化を図 3-1B で示す。 
2）今井町と橿原市 
今井町は奈良県橿原市に位置する。橿原市では鉄道網を JR と近鉄が縦横に走
り、あわせて 13 の駅があり、また国道 24 号・165 号・169 号と道路網も発達
し、大阪からは 30～40 分、京都からは約 1 時間、関西国際空港からは約 1 時間、
名古屋からは約 2 時間となっている。交通の便も良く、古代から交通の要とな
っている。橿原市の位置を図 3-2 で示す。 
 
 
図 3-1B 初期と現在の今井町の平面図 
N 
0 100 
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表 3-1 既往調査 
 




年度 調査主体 調査内容 調査結果
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3.3.2 保存計画と整備計画の策定 
1）調査と計画の検討期（1955 年から 1992 年） 













2）保存計画と整備計画の検討期（1964 年～1993 年）  










                                                  
148 渡辺定夫（1994）『今井の町並み』同朋舎出版 P85 
149 渡辺定夫（1994）『今井の町並み』同朋舎出版 P95 











活動を 5 期に分けられた150。 
第１期、住民活動発生前（1955～1970）では、民家を重要文化財として指定


















 2009 年の地区の見直し調査には次のような経緯がある。今井町 4 団体（補




図 3-3  都市計画道路の変更前と変更後 




長屋建 70 件の計 98 件という結果が明らかになった。また、老朽した空き町家
は、今井町の建物の 11％を占めている。98 件中 14 人の所有者がいるが、所有
状況は家主によって大きく異なることが報告されている。14 人の所有者には 1
棟 1 戸を所有している所有者もいれば、28 棟 44 戸を所有している所有者もい
る。所有者 14 人の内訳は、所有数 10 戸以上の大規模所有者が 3 人、5 戸～9








そして、1993 年建築基準法第 28 条（道路内の建築制限の緩和、第 44 条（建ぺ
い率の制限の緩和）、第 56 条（工作物の緩和）などの緩和条例案が検討され、
条例として制定されることとなった。 









基に作成したものを表 3 に示す。表 3 の内容を基づき、それぞれの現状を説明
しておく。 
表 3-3 整備項目と整備の現況 
 
項目 1・住宅建て替え・指定文化財の整備 
2013 年 2 月現在は住宅建て替え・指定文化財の整備 271 件である。 
修理修景の内容を分類し表 3-4 に示す。（なお、重要文化財の歴史的建造物の修
理・修景事業を含まない） 
表 3-4 修理・修景の内容 
 
表 3-4 によれば、1984 年から 1993 年までに 56 件が修理・修景された。1994
年から 2012 年 3 月までに 215 件が修理・修景された。具体的には町家建造物
の修理・修景は 244 件、全体の 271 件において 8 割を占める。寺・神社関係は

























1984～1993 53 0 0 3 56
1994～2011 191 18 3 3 215
合計 244 18 3 6 271









橋公園の整備経緯を述べておく。この公園整備は 2004 年 11 月地域住宅交付金
を利用し、小規模住宅地区改良事業として 24 件の住宅を撤去し整備したもので
ある。県と市が 2004 年 11 から住民との立退き補償交渉を行い、2007 年 7 月解











電線地中化整備事業が現在も進んでいる。この整備事業は 1994 年 1 月街並み




写真 3-1、3-2 整備前 
写真 3-3、3-4 整備後 
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1000m である。電線地中化の整備状況を図 3-4 で示す。また、詳細設計区間の
年度の工区は赤で表示されたのは 2012 年度実施する。緑で示した工区は 2013
年度実施する。黄色で示されているのは 2014 年度実施予定の工区である。紫で
示されているのは 2015 年度実施予定の工区である。それを図 3-5 で示す。 
 
図 3- 4 電線地中化整備状況 
 
図 3- 5 詳細設計区間の年度の工区 
 
項目 5・環濠の復元 
今井家の西側にある環濠を復元したものである。写真 3-5 で示す。 
 
項目 6・街路の美装化  
今井町の環境保存地区内の道路を美装化したものである。写真 3-6 で示す 
 




 修理・修景 271 件の補助率を示したのが図 3-6 である。図 3-6 によると、1984
年から 1993 年までは市が 80％を負担し、県が 20％を負担していた。 
 































































































































写真 3-5 復元後の環濠    
写真 3-6 美装化の街路 






年以降では 60％～30％までもあるが、全体の 40％を負担しているとみられる。 
（2012 年 3 月年現在）の今井町の歴史的建造物の補助負担割合をみると、国交
省と文化庁が 50％、県が 10％、市が 40％の割合で構成されている。 
次に、271 件の修理・修景の実績における個人の負担率について説明する。そ
の結果を図 3-7 に示す。1984 年、1985 年、1995 の負担率は 50％前後だったが、
それ以外の年をみると、60％から 80％以上を負担している。 
 
図 3-7 町家・等の整備件数・負担率の推移 
 
3.4.3 町家の保存整備事業の請負者 
271 件の修理修景の実績から請負者の所在地をみると、1984 年から 2011 年
まで 95 の請負者が保存整備に携わってきた。橿原市内の請負者（43 社）が 197
件の整備事業に携わっていたが、その中では 2 社が 90 件以上の修理・修景を行
っていた。次に 1 社が 11 件の修理・修景を行った。さらに 5 件以上 10 件未満
を修理・修景が行われたのが 5 社で、43 社の 1 割を占める。5 件未満を修理・
修景の請負者が一番多かった。 
奈良県（40 社）（橿原市除く）62 件、1 社が 6 件の修理・修景を行ったが、
62 件の 1 割未満の割合を占める。3 件から 4 件の修理・修景を行ったのが 4 社
である。62 件の 2 割を占める。1 件から 2 件の計 43 件の修理・修景を行ったの
が 35 社である。62 件の 6 割以上を占める。 
奈良県以外の（11 社）が 12 件の修理・修景に携わっていた。1 社が 2 件の修理・
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を行った。今井町の歴史的建造物における修理・修景事業は橿原市内の請負者
が 4 割を占め、奈良県の請負者が 4 割を占め、奈良県以外の請負者が 2 割を占
める割合となっている。請負の出身地の割合を図 3-8 で示す。 
また、それぞれの請負者の修理件数の割合の変化を選定前と選定後の変化を比





図 3-8 各請負者の修理・修景の割合 
 





























1990 年、橿原市教育委員会が整備準備室として奈良県から 1 名、橿原市から
2 名計 3 名の人員を配置し整備関係の業務がスタートした。今井町は重伝建地区
に選定されてから、本格的に整備事業が開始した。1996 年 4 より町並み整備事













人会、なごみ会、ボーイスカウト第 5 団、NPO 法人今井まちなみ再生ネットワ
ーク、青年会、橿原市消防団第 9 分団今井地区生・児童委員会、学識経験者、




ュー調査を行った 16 事例をまとめて述べる。16 事例の内訳は住民団体が申請
した事例は 4 件、新規住民が申請した事例は 1 件、住民が申請した事例は 9 件、
橿原市が申請した事例は 2 件である。インタビューの項目は 6 つである。①申
請者の基本情報（年代、職業、家族構成）②工事概要③事前に補助申請の要件
を知っているかどうか。④またその理由⑤施行における請負者の選び方の基準。
その結果を表 3-5 で示す。 
表 3-5 により、No.1 から No.10 までの 10 人は 50 代が 2 人、60 代が 3 人、
70 代が 5 人である。家族構成をみると、一人暮らしが 2 人、夫婦二人が 1 人、
家族と一緒に暮らすのが 7 人である。No.11 番の工事は地区共有なものとして
自治委員会が申請した。No.12.13 の工事は市が空き町家を購入し、公共施設利
用として修理・修景を行ったものである。No.14.15.16 は NPO 法人が空き町家
を 10 年間貸出し、期間内の利用をするための修理・修景を行ったものである。 
 補助申請の仕方について 16 件の中で No.10 番のみ「知らなかった」と回答し
た。知らなかった理由は新規住民であるため、これまでの補助申請に関する内
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No 年代 職業 家族構成 工事概要 補助申請の仕方 その理由
施工の請負者の
選び方
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3.6 本章のまとめ 














1984 年から 2011 年の間では、271 件の歴史的建造物の保存整備実績では請
負者の変化があること、修景の件数は 1993 年から 2001 年に集中していた。 
また、町家の修理修景の費用の負担率の推移は、1984 年頃から 1992 年までの
整備の負担率は橿原市が 80％、奈良県が 20％であった。1993 年以降、国の補






















































































対する意向を自由記述式で設定した。   
 
4.1.3 本章の構成 

















伝統的建造物群保存地区見直し調査 で、98 件の空き町家（内訳・一軒屋 28 件、
長屋建 70 件）があると報告している159。 
約 30 年間で倍増してきた空き町家の利活用に取り組むためには、NPO 法人
今井まちなみ再生ネットワーク（以下 NPO 法人今井と略す）が設立された160。
この NPO 法人今井は 2006 年度から 2013 年度までの 8 年間その活動を通じて






















事業」の執行を担う役割も検討した。2005 年 9 月から 2006 年 7 月まで 2 回の学
習会と 7 回の検討会の開催をし、各地の事例を勉強しながら、今井における NPO
法人について活動方針・活動内容などを決め、NPO 法人の申請に至った 





















階と 2 階によって構成され、1995 年 2 月より見学と講堂・会議室の賃室利用と
なっている。「今井まちなみ交流センター」の維持管理は橿原市が行われている。
「今井まちや館」は町家の様式を持ち、1998 年 5 月より開館し見学利用してい
る。「今井町づくりセンター」は 1 階と 2 階で構成され 2001 年 6 月より見学利
用を開始した。「今井まちや館」と「今井町づくりセンター」は橿原市が所有し
ており、その維持管理を今井町町並み保存会が行われている。「ゆうゆう今井」
は 2 室で構成され、障害者達が利用しやすい施設として 2008 年 11 月より開設
した。「今井庵」は NPO 法人今井が所有者から 10 年間の期間で借り、生活体験







                                                  
163 今井小学校の取り組み（2012）ユネスコスクール資料 
164 NPO 法人今井まちなみ再生ネットワーク（2009）今井町町家暮らしのすすめ 
165 今井町町並み保存整備事務所（2014）5 施設資料 








地区でもある。1993 年 12 月重伝建地区に選定されて以来、歴史的建造物の保
存整備以外に、電線地中化・道路美化、周辺地区との調和を図るための公園整
備などの保存整備事業が進められてきた。 
1998 年 1 月橿原市の人口統計では今井町 1 丁目は 197 世帯、2 丁目は 219 世
帯、3 丁目は 140 世帯、4 丁目は 420 世帯であった。2014 年 1 月現在 1 丁目は
194 世帯、2 丁目は 235 世帯、3 丁目は 185 世帯、4 丁目は 422 世帯となってい
る。次に、今井町丁別の人口増減をみると、1998 年 1 丁目は 543 人、2 丁目は
533 人、3 丁目は 402 人、4 丁目は 1173 人であるが、2014 年 1 月現在 1 丁目は
415 人、2 丁目は 452 人、3 丁目は 461 人、4 丁目は 1037 人である166。従って、
世帯数については 2 丁目と 3 丁目の世帯数が増加し、1 丁目と 4 丁目の世帯数
はそれほど変化していないこと、また人口は 1 丁目、2 丁目、4 丁目の人口が減












図 4-1 1998 年と 2014 年の丁別の世帯数・丁別の人口数 
 
4.3.2 アンケート調査の概要  
 
前項の 2014 年度今井町の世帯数の統計により、保存地区全体の合計 1036 世
帯における未調査の番地・地区外、地区内の調査済の番地の要介護の高齢者、
他地域を生活拠点としている人、などを除き、2014 年 2 月 1 日から 2 月 19 日
                                                  
166 今井町人口統計・橿原市ホームページ 
http://www.city.kashihara.nara.jp/kikaku/toukei/jinkou/tikubetu_tyoubetu_jinkou.html 
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表 4-1 アンケートの内容 
 































































































































































































































図 4 -2 調査地区の各丁の区分図 




についてのクロス集計を行った。年代でみると 70 代が一番多く 66 人、次は 60
代で 52 人、80 代と 40 代は同じ 18 人、50 代 17 人、30 代 5 人、20 代 1 人と
なっている。家族の人数は、2 人が 69 組で一番多く、3 人が 32 組、4 人が 26
組、5 人が 16 組、7 人が 6 組、8 人が 1 組、1 人が 15 組となっている。70 代以
上の世帯回答者が約 4 割以上を占めており、人口の高齢化は町の活動などに何
らかの影響を与えると思われる。年代と家族の人数のクロス集計を表 4-3 で示
す。回答者のうち、持ち家は 149 名であり、借家は 27 名である。持ち家の割合
は全体の約 8 割を占め、借家の割合は約 2 割を占める。また、無回答は 2 であ
る。居住形態と年代別のクロスを表 4-4 で示す。 
回答者の職業は無職が 78 人で一番多い。次に自営業が 45 人で、主婦が 21
人、会社員・公務員が 12 人、パートが 7 人、ボランティアが 4 人、その他が 2
人で無回答である。回答者の男女別の職業のクロス集計を表 4-5 で示す。 
 
表 4-3 回答者の年代と家族の人数      
 
表 4-4 回答者の居住形態と居住年数 
 
表 4-5 回答者の性別と職業 
 
  
0.5～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70年以上 合計（人）
持ち家 14 4 8 15 23 18 29 38 149
借家 7 0 0 0 4 3 6 7 27
無回答 1 0 0 0 0 1 0 0 2
















男性 30 44 0 0 2 5 6 2 2 2 94
女性 15 34 21 7 1 2 0 3 2 0 84



























図 4-3 空き町家の利活用方法に対する住民の意向 






その 3」日本建築学会大会学術講演梗概集 P755-756 
170 魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関する研究」
日本建築学会地域施設研究シンポジウム No.31.P45-50 
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5.所有者が NPO 法人と協力し利用計画を立てる 
 
図 4-4 空き町家の利用計画の作成に対する住民の意向 
 
図 4-4 により、「1」に対する「そう思う」の回答の割合は 58％、「どちらとも































































参加した 参加しなかった 興味がない 無回答
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ープ 1、「2 今井町町並み散歩」と「5 秋ダンジリまつり」をグループ 2 に設定
した上で、「年代」を「20 代～30 代」「40 代～50 代」「60 代～70 代」「80 代～
90 代」の 4 グループによって、どのような傾向がみられるかを、カテゴリカル
正準相関分析を行った。このような 5 つの項目から得られたカテゴリー間の位
置関係を図 4-6 で示す。 




60 代から 70 代が多いと推測できる。 
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1 防災フェスティバルa,b -.285 .781
今井灯火会a,b -.900 -.205




a. 最適尺度水準: 順序 
b. オブジェクト空間内の単一数量化変数の射影 
c. 最適尺度水準: 多重名義 
d. オブジェクト空間内の多重数量化変数の射影 
e. 最適尺度水準: 単一名義 
※成分負荷は数量化された変数とオブジェクトスコアの相関係数を指す 










図 4-7 参加したいものに対する住民意向 
 



































参加したい どちらともいえない 参加したいと思わない 無回答
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4.4.3 施設の利用に対する利用状況 
 今井町の保存地区内の施設の利用状況を以下 1～3 のような項目を提示し、そ
れぞれの利用状況を「0 回」「周 1 回以上」「月 1 回以上」「年 1 回以上」4 段階
で回答してもらった。1 と 2 の回答の結果を図 5-8、3 の回答を図 5-9 で示す。 
1・飲食店・雑貨（HI、TM、KI、O、KH、N） 
2・お土産店（醤油 T、和菓子 G、酒屋 K） 
3・各種施設（宿泊、体験、まちづくり活動、交流、見学、整備・景観） 
図 4-8 によると、「飲食店 HI」に対する回答は「0 回」70％、「周 1 回以上」
0％、「月 1 回以上」3％、「年 1 回以上」27％である。「飲食店 TM」に対する回
答は「0 回」67％、「周 1 回以上」0％、「月 1 回以上」2％、「年 1 回以上」30％
である。「飲食店 KI」に対する回答は「0 回」53％、「周 2 回以上」0％、「月 1
回以上」4％、「年 1 回以上」40％である。「漢方料理 O」に対する回答は「0 回」
87％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」1％、「年 1 回以上」10％である。「展
示兼軽食」に対する回答は「0 回」81％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」1％、
「年 1 回以上」17％である。「コーヒーO」に対する回答は「0 回」67％、「周 1
回以上」2％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」24％である。「工房・店 N」に
対する回答は「0 回」75％、「周 1 回以上」2％、「月 1 回以上」4％、「年 1 回以
上」18％である。「雑貨兼居住」に対する回答は「0 回」87％、「周 1 回以上」0％、
「月 1 回以上」0％、「年 1 回以上」13％である。「醤油屋 T」に対する回答は「0
回」66％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」27％である。
「和菓子 G」に対する回答は「0 回」35％、「周 1 回以上」2％、「月 1 回以上」
10％、「年 1 回以上」53％である。「酒屋 K」に対する回答は「0 回」48％、「周
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表 4-8 地区内の店舗等に対する住民の利用現況 
 
図 4-9 によると、「宿泊施設」に対する回答は「0 回」96％、「周 1 回以上」
0％、「月 1 回以上」1％、「年 1 回以上」3％である。「体験施設」に対する回答
は「0 回」96％、「周 1 回以上」0％、「月 1 回以上」3％、「年 1 回以上」1％で
ある。「まちづくり活動施設」に対する回答は「0 回」58％、「周 1 回以上」6％、
「月 1 回以上」14％、「年 1 回以上」20％である。「交流施設」に対する回答は
「0 回」45％、「周 1 回以上」4％、「月 1 回以上」11％、「年 1 回以上」40％で
ある。「見学施設」に対する回答は「0 回」58％、「周 1 回以上」3％、「月 1 回
以上」8％、「年 1 回以上」29％である。「整備・景観施設」に対する回答は「0
回」58％、「周 1 回以上」3％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」33％である。 
よって、施設の利用結果は、体験・宿泊施設に対する利用は「年 1 回以上」
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表 4-9 地区内の施設に対する住民の利用現況 
 
図 4-9 で得た同じ傾向にある「整備・景観施設」と「交流施設」をグループ 1、
「見学施設」と「まちづくり活動施設」をグループ 2 に設定した上で、「年代」
を「20 代～30 代」「40 代～50 代」「60 代～70 代」「80 代～90 代」の 4 グルー
プによって、どのような利用傾向がみられるかを、カテゴリカル正準相関分析
を行った。5 つの項目から得られたカテゴリー間の位置関係を図 4-10 で示す。 
図 4-10 によると、「20 代～30 代」は、「交流施設」を「周 1 回以上」利用す
る、「40 代～50 代」は「見学施設」と「整備・景観施設」を「年 1 回以上」利
用する、「60 代～70 代」は「整備・景観施設」、「まちづくり施設」を「周 1 回
以上」或いは「月 1 回以上」利用する、「80 代～90 代」は「まちづくり施設」
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1 見学施設a,b -.880 .106 
町づくり活動施設b,c .213 .822 
2 整備・景観施設d,e 次元 1 .742 .367 
2 .367 .741 
交流施設b,c -.742 .407 
年齢b,c .116 .110 
a. 最適尺度水準: 順序 
b. オブジェクト空間内の単一数量化変数の射影 
c. 最適尺度水準: 単一名義 
d. 最適尺度水準: 多重名義 
e. オブジェクト空間内の多重数量化変数の射影 
※成分負荷は数量化された変数とオブジェクトスコアの相関係数を指す  






た。ここでは 76 人の自由記述の内容に基づき 15 項目に設定し、年代との（20
代～30 代、40 代～50 代、60 代～70 代、80 代～90 代の 4 グループ）クロス集
計を行った。その結果を図 4-11 で示す。 
 
図 4 -11「現在の町」に対する住民の自由記述と年代 
 





















































































20代～30代 40代～50代 60代～70代 80代～90代




















答が得た。ここでは前項と同じ 73 人の自由記述の内容に基づき 15 項目に設定
し、年代（20 代～30 代、40 代～50 代、60 代～70 代、80 代～90 代の 4 グルー
プ）とクロス集計を行った。その結果を図 4-12 で示す。 
「20 代から 30 代」の回答者は「13.町の活性化、活気のある町の形成、高齢
者の移動手段を図ってほしい」、「5.観光に進むか居住地として維持するか議論が
必要である」「2.若者が住める町であってほしい」という意見が見られる。 
「40 代から 50 代」の回答者は「9～13」、「6～7」、「1～4」という意見がみら
れる。「60 代から 70 代」の回答者は「1～10」、「12～15」という意見がみられ












                                                  
171 同前 














































































20代～30代 40代～50代 60代～70代 80代～90代





（1）回答者の属性の集計結果は、①70 代以上が 5 割を占めること②世帯は一
人または二人暮らしが 5 割程度いること、③以前より持ち家の割合が増加して
いること、④自営業と無職の割合が全体の 7 割であることが明らかになった。 
（2）空き町家の利活用に対する住民意識では、1960 年代の既往調査で指摘さ







者は 3 割から 4 割であり、丁単位のイベントについての参加者は 6 割であるこ














































                                                  
172 本章は「魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関
する研究―奈良県橿原市今井町を事例として」日本建築学会地域施設計画研究
シンポジウム No.31 P45-50」を基に書き加えたものである 
173 日本住宅総合センター（2009）「空き家再生等による地域活性化への取り組
みと課題」調査レポート 

































インタビューの対象者、日程、などを表 5-1 に示す。 
表 5-1 インタビュー内容 
 
表 5-1 で示したように、インタビュー調査の対象者は 11 人（空き町家の所有
者 6 人、空き町家の仲介団体の責任者 1 人、空き町家への行政による支援体制
の関係者 2 人、イベント開催時の管理体制の関係者 2 人）である。調査は 2012








1 所有者 意識調査（6人） 2012年4月
2 関係者1 空き町家の仲介団体の責任者 2012年4月
3 関係者2 空き町家への行政による支援体制 2012年5月









の件数は 49 件であった181。しかし、2009 年に橿原市が行った、今井町重要伝
統的建造物群保存地区見直し調査では、空き町家の件数は、一軒屋 28 件、長屋
建 70 件の計 98 件となった。25 年間で空き町家が倍増したことになる。また、
空き町家の保存状況について、「損傷なし」と「損傷あり」を確認したところ、





























写真 5-1 老朽した町家の外観・内部 
 
 
                                                  
181 建設省（1978）「歴史的環境保全市街地整備計画調査報告」 




98 件の空き町家の所有については 14 人の所有者がいるが、1 棟 1 戸を所有し
ている所有者もいれば、28 棟 44 戸を所有している所有者もいる。所有者 14 人
の内訳は、所有数 10 戸以上の大規模所有者が 3 人、5 戸～9 戸の中規模所有者
が 5 人、１戸～4 戸の小規模所有者が 6 人と区分され報告されている182。大規模





2012 年度 NPO 法人今井の総会資料によると、空き町家の管理については、










トワークを設立する試みが取り込まれた。2005 年 9 月から 2006 年 7 月まで 2
回の学習会と 7 回の検討会の開催をし、各地の事例を勉強しながら、今井の NPO
法人について活動方針・活動内容、などを決め、その申請経緯に至った。NPO
法人の設立までの経緯は表 5-2 で示した。    





                                                  
182 橿原市教育委員会（2009）「橿原市今井町伝統的建造物群保存地区見直し調
査報告」 
183 NPO 法人今井（2013）総会資料 
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2011 年度 NPO 法人今井まちなみ再生ネットワークの活動報告によると、
NPO 法人今井が 2006 年度から 2011 年度までの 6 年間 30 回弱の「今井まちあ
るき」を開催し、個別相談に応じて町家を貸したい人と借りたい人に橋渡しの
サービスを提供した184。空き町家の利活用事例を表 5-3 で示した。 
表 5-3 により、30 件の町家を住居、各種施設、住居兼店舗・事務所、店舗、
事務所といった利用形態に区分でき、所有形態を借家と賃貸及び持家・市所有
といった所有形態に区分できる。No.1 から No.28 までの 28 件は NPO 法人今








                                                  
184 NPO 法人今井（2012）総会資料 
設立の趣旨
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表 5-3 町家の利活用事例 
 
  
町家番号 年齢 利用人数 利用形態 所有形態 町家形態
1 30代 3 住居 借家 一軒屋
2 60代 2 住居 借家 一軒屋
3 30代 2 住居 借家 一軒屋
4 60代 3 倉庫 持家（購入） 一軒屋
5 50代 2 住居 持家（購入） 一軒屋
6 30代 1 住居 借家 一軒屋
7 60代 1 住居 借家 一軒屋
8 20代 2 住居 借家 長屋
9 60代 4 店舗 借家 一軒屋
10 40代 1 住居 借家 長屋
11 複数 福祉施設 借家 長屋
12 50代 3 住居兼店舗 借家 一軒屋
13 50代 3 住居 借家 一軒屋
14 40代 1 店舗 借家 長屋
15 40代 1 店舗 借家 長屋
16 複数 体験施設 借家 一軒屋
17 40代 2 住居兼事務室 借家 長屋
18 50代 1 住居 借家 長屋
19 50代 2 店舗 借家 一軒屋
20 30代 2 店舗 借家 一軒屋
21 30代 2 住居兼事務室 借家 一軒屋
22 50代 1 店舗 持家（購入） 一軒屋
23 20代 2 店舗 借家 一軒屋
24 40代 1 店舗 借家 長屋
25 30代 3 事務所 賃貸 長屋
26 40代 2 店舗 賃貸 一軒屋
27 20代 3 住居 賃貸 一軒屋
28 60代 2 事務所 持家（購入） 一軒屋
29 複数 町づくり活動施設 市所有★ 一軒屋
30 複数 見学・体験施設 市所有★ 一軒屋
★市所有・橿原市が空き町家を購入した




その町家の形態は一軒屋が（11 件の内 8 件）70％強の割合を占め、長屋（11 件
の内 3 件）は 30％弱の割合を占める。それらの利用経緯を表 5-4 で示す。なお、













施設、見学・体験施設を指す。まず、No.11 と No.16 の利用概要を説明する。
No.11 は生活体験施設（宿泊可）の「今井庵」である。2011 年度今井庵の利用
実績を表 5-5 で示した。表 5-5 によれば、年間 31 組、延べ 111 名の宿泊者が利
用している。一泊の利用者が一番多く、二泊の利用者が次に続く。利用者の出
身地を見ると、東北から九州まで、地域は幅広い。その平面を図 5-1 で示す。 
また、NPO 法人今井が 2011 年度宿泊した 31 組を対象に「今井町までの交通
手段」と「今井庵を知る方法」をアンケートで行った結果、14 件の回答があっ
た。公共交通手段を利用する件数は 9 件で全体の 64％を占め、利用情報の入手
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表 5-5 今井庵の利用実績 
 
 








利用月 利用組数 利用者数（人） 宿泊組数 出身地（人）
2011年4月 4 12 1泊×4組 愛知県（2）、ドイツ・和歌山（4）東京（2）、兵庫（4）
5月 3 14 1泊×2組2泊×1組 愛知県（5）、堺（5）、橿原（4）
7月 3 9 1泊×1組 神奈川（2）、東大阪（4）大和郡山（3）
8月 2 6 1泊×2組2泊×1組 静岡（4）、岸和田（2）
9月 1 2 1泊×1組 東京（2）
10月 4 11 7泊×2組1泊×2組 東京（1）、兵庫（1）、鎌倉（4）、大阪（5）
11月 5 21 1泊×5組 宮崎（3）、奈良県（6）、兵庫（2）、東京（5）、静岡（5）
12月 3 8 1泊×3組 東京（2）、岩手（3）、神奈川（3）
2012年1月 3 13 2泊×1組1泊×2組 東京（5）、橿原（8）
2月 1 4 1泊×1組 橿原（4）
3月 2 11 1泊×1組2泊×1組 橿原（5）、東京（6）
合計 31 111 31 東北（1）、関東（10）、中部（4）、関西（8）橿原（5）奈良県内（2）九州（1）
表-4 2011年度今井庵の利用状況
図 5-2 福祉施設(No.16) 
図 5-1 体験施設(No.11)
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次に、 No.29 と No.30 の概要を説明する。 
No.29 は町づくり活動施設である。当初の構えは東側に幅 2.5 間の広い通り土
間を取り、前端に細長い「しもみせ」がある。西側床上の居室部は、食い違い 2











住民活動センターの施設として開館させ、利用されている。2012 年 12 月現在、
展示室には今井町に関する情報紙、図書、修理図形などが展示されている。写
真 5-3、5-4 は展示と奥庭から見た様子である。 
No.30 は見学・体験施設である。現在その施設を「まちや館186」と称する。








の学生が学習するための見学として利用している。さらに、毎年 5 月第 3 週今
井町並み散歩を開催される際、茶粥体験の場として利用している。写真 5-5、5-6
は町家見学、茶粥体験の様子である。 
                                                  
185 林清三郎 (2005)「今井の建物Ⅱ」P89 今井町町並み保存会 
186 林清三郎 (2005)「今井の建物Ⅱ」P112 今井町町並み保存会 




図 5-3 町づくり活動施設(No.29)   図 5-4 見学・体験施設(No.30) 
Ｎ 
写真 5-4 奥庭   
写真 5-3 展示   
写真 5-5 町家見学  
写真 5-6 茶粥体験 
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5.3.3 住居と兼用 
 No.12 は、2009 年 11 月オープンした住居兼店舗である。当初は居住しなが
ら手作り製品の販売をしていたが、その後、軽食も提供するようになった。 
図 5-5 で示すように、半分を客間と作業場、もう半分を居住空間として利用し
ている。店主は以前奈良県 A 市に住んでいた。NPO 法人今井が主催した「今井
まちあるき」に参加したことがきっかけで、今井町の町家暮らしをしながら店
を開設することにしたという。写真 5-7、5-8 はその外観と作業中の様子である。 
 
図 5-5 居住兼店舗(No.12)   
写真 5-7 居住兼店舗の外観(No.12)  
写真 5-8 作業の様子(No.12)   
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No.17 は、居住をしながら印刷関係のデザインを行う事務室である。旧来は 4




No.21 は、居住しながら議会議員の事務室として利用されている。図 5-7 で示
したように東向きで、南側に車庫と事務室を置き、北側に居住空間が置かれる。 
   
5.3.4 事務所と店舗利用 
事務所利用は No.25 と No.28 の 2 組である。 




友人だった経緯で開業している。写真 5-9、5-10 はその現状の様子である。 
No.28 は、2012 年 12 月に一軒屋を購入したものである。設計事務所として
利用していく予定という。現状を図 5-9 で示す。写真 5-11 は現在の外観の様子
である。今後は設計事務所として、外観と内部をリニューアルする予定である。 
図 5-6 居住兼設計事務所(No.17) 図 5-7 居住兼事務所(No.21) 
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図 5-9 設計事務所(No.28) 
図 5-8 事務所・店舗(No.25/No.15/No.14) 
 写真 5‐10 内部   
写真 5‐9 外観  
 写真 5‐11 設計事務所 
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店舗利用は No.15、No.19、No.20、No.22、No.23、No.24 の 6 組である。 
No.15 は 2008 年に開業した鞄＆衣類を中心とした手作り工房である。この工














だけ使い、伝統工法で 1 年以上をかけて、現在の模様にしたという。写真 5-14
は現在の外観の様子である。図 5-12 で示したように、入口が西側にあり、東側
を店舗空間として利用する予定である。奥側に車庫と庭が配置される。 
No.23 は、写真 5-15 で示したように修理中である。今後喫茶店として利用を
する見込みである。場所は蘇武橋を渡るとすぐ真正面の場所に位置する。 




じて、今井町で店を開くことに決めたという。写真 5-16 は現在の様子である。 




図 5-13 店舗(No.24) 
図 5-10 カフェ＆展示(No.19) 
図 5-11 レストラン（No.20） 
図 5-12 店舗（No.22） 
Ｎ 
写真 5-12 19 の外観 
写真 5-13 20 の外観 





No.14 と No.26 は利活用した町家であったが、再び空き町家に戻った事例で
ある。No14 は占いを行った店舗であった。店主は奈良県某市にて占いの店舗を
経営しながら 2009 年より図 5-7 で示したような一室を借りて占いとした店舗を
し始めたが、家の事情により 2012 年 3 月を持って今井町の店舗を閉店したとい
う。 
No.26 は生活用品を中心とした小売店舗であった。店主は今井町での店舗を
開くまでは奈良県某市の駅付近に店舗を持っていた。2012 年 8 月その店舗を今




写真 5-15 修理中 
写真 5-14 22 の外観
写真 5-16 24 の内部 




2012 年 12 月現在、空き町家を借家又は賃貸し利用しているのが 30 組で、購
入したのが 4 組である。利用者の概要は表 5-6 の通りである。利用者の職業を
見ると、自営業は 10 人で全体の 4 割を占め、社員は 8 人で全体の 3 割を占める。
その他 8 人は、医療系 2 人、教員 2 人、パート１人、建築設計士 1 人、公務員
2 人となっている。利用者の年代は 40 代から 60 代が多い。家族形態は夫婦 2









町家番号 職業 年代 家族形態 利用・購入理由
1 会社員 30代 3人（夫婦+子供） 新婚で町家に住みたい
2 医療事務員 60代 2人（夫婦） 病院に近い
3 会社員 30代 2人（夫婦） 新婚で町家に住みたい
4 自営業 60代 3人（夫婦+子供） 製薬の倉庫として利用したい（購入）
5 大学教員 50代 2人（夫婦） ゲストホウスに使いたい（購入）
6 議会議員 30代 1人 事務所として使用したい
7 パート 60代 1人 親戚の近くに住みたい
8 会社員 20代 2人（夫婦） 新婚で町家に住みたい
9 自営業 60代 4人（夫婦+子供） 町家で店をしたい
10 会社員 40代 1人 町家に住みたい
11
12 自営業 50代 3人（夫婦+子供） 町家で店をしたい
13 会社員 50代 3人（夫婦+子供） 町家に住みたい
14 自営業 40代 1人 町家で店をしたい
15 自営業 40代 1人 町家で店をしたい
16
17 自営業 40代 2人（夫婦） 町家に住みたい
18 会社員 50代 1人 町家に住みたい
19 自営業 50代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
20 自営業 30代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
21 自営業 30代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
22 公務員 50代 1人 町家で店をしたい（購入）
23 会社員 20代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
24 医者 40代 1人 町家で店をしたい
25 会社員 30代 3人（夫婦+子供） 町家で事務所をしたい
26 自営業 40代 2人（夫婦） 町家店をしたい
27 小学校の教員 20代 3人（夫婦+子供） 町家に住みたい
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5.4.2 利用者の利用意向 
施設利用以外の利用者 26 人を対象に 4 項目（①今井町への憧れ②実際利用し
て感じた利便性③家賃の安さを重視するかどうか④居住機能を重視するかどう
か）を確認した。その調査結果を表 5-7 で示した。①26 人中 21 人が「今井町
への憧れがある」と答え、80％の割合を占める。②の問いに 26 人中 21 人が「な
い」と答え、80％の割合を占める。利便性を感じない理由は「道が狭い、駐車
場がない、町家であるため室内の冷暖房が効きにくい」という回答であった。
③の問いに 19 人が「重視する」、④の問いに 14 人が「重視する」という結果で
ある。 







思を二軸で分析を行った。その結果を表 5-8 と図 5-14 で示した。なお有意確率











1 ある ない 重視しない 重視する
2 ない ある 重視しない 重視する
3 ある ない 重視する 重視する
4 ない ある 重視しない 重視する
5 ない ある 重視する 重視する
6 ない ある 重視しない 重視しない
7 ない ない 重視する 重視する
8 ある ない 重視する 重視する
9 ある ない 重視しない 重視しない
10 ある ない 重視する 重視しない
12 ある ない 重視する 重視しない
13 ある ない 重視する 重視する
14 ある ない 重視する 重視しない
15 ある ない 重視する 重視しない
17 ある ない 重視する 重視する
18 ある ない 重視する 重視する
19 ある ない 重視する 重視する
20 ある ない 重視する 重視する
21 ある ない 重視する 重視する
22 ある ない 重視する 重視しない
23 ある ある 重視する 重視しない
24 ある ない 重視する 重視しない
25 ある ない 重視する 重視しない
26 ある ない 重視しない 重視しない
27 ある ない 重視する 重視する
28 ある ない 重視しない 重視しない
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表 5-8 利用形態と利用者の意向 
 
 










住居 住居兼店舗 住居兼事務室 店舗 事務所 その他
憧れ 0.62 0.9 1.1 0.9 0.55 0.45
利便性 0.35 0.05 0.05 0.03 0.6 0.6
家賃の安さ 0.85 0.9 0.15 0.75 0.65 0.2
居住性 0.89 0.75 0.1 0.3 0.2 0.4








住居 住居兼店舗 住居兼事務室 店舗 事務所 その他
憧れ 利便性 家賃の安さ 居住性
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5.5 考察  











務所などの利用形態が全体の 6 割を占め、住居としての利用形態は 4 割である。
今後、利用形態には住民の意向をどう反映していくかという意識調査が必要で
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5.6 本章のまとめ 
















































の意義と実践」学苑苑 No.857 P71-94 
189 大辻秀子・山口修（2006）「伝統的建造物群保存地区とそれをつつむ環境が
育む総合的な学習」学校教育学研究、第 18 巻 pp.65-79 
190 曲田清惟・福岡実和「子供の歴史的町並みに対する認識」愛媛大学教育学部
紀要教育科学 45（1）175-186 
191 学校教育研究会「学校教育」第 34 巻 1 pp16-20 







 本章は 5 節によって構成される。 








































れ、1956 年市制実施により橿原市立今井小学校と改称した。2010 年（平成 22
年）橿原市教育委員会指定研究学校のユネスコスクールに選定され、2011 年に
ユネスコスクールに認定された。2012 年 5 月現在全校生は 224 人いる。男子
123 名、女子 101 名である。 
このうち、今井町出身の生徒は 50 名程度で、全体の 2 割を占めるに過ぎない。




総合的学習の歴史については 3 段階に分類されている192。 























                                                  
192 東京都新教育研究編集「教育じほう」No.599 P26-33 
193 高浦勝義（2000）『総合的な学習のねらいと内容編成をめぐって』国立教育
研究所 P1 

















                                                  
194 文部科学省「総合的学習の時間」の狙い







































観察した 4 事例を表 6-4 から表 6-7 にまとめた。また、その様子を写真 6-1、
写真 6-2、写真 6-3、写真 6-4 で示す。 




































表-6-4  事例Ａ・写生大会          
 
 
写真 6-1 写生 
















- 120 - 
 
表-6-5   事例Ｂ・お茶粥体験 
 
 





















写真 6-2 お茶粥        
 
 
























写真 6-3 茶行列 
 
 表 6-7 に示されている内容は事例 D・ゲストの先生による講義である。 
これは昨年からの試みとして、実施され始めた。主に高学年での 5、6 年生を
対象に、今井町を数回の見回り、自ら課題を発見する歴史学習である。 
表 6-7 事例 D・ゲスト講師による講義 
 
     
写真 6-4 ゲスト先生による講義 
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での取り組みもあれば、5 年または 6 年の高学年のみの取り組みもみられる。全
学年で行われているものは年 1 回の写生大会があげられる。また、6 年生は写生
大会以外に歴史学習と関連した研究授業が実施されている。次に、事例Ａ・写








































今井小学校 224 町家・町並み 橿原市今井町3-4-46





































































性―橿原市今井町の事例」奈良教育大学 No59、第 1 号 
199 田代理恵（2012）「文化的イベントが地域協同のまちづくりに果たす役割に
関する研究―古い町並みを有する地方都市を事例にー」龍谷大学 







 本章は 5 節によって構成される。 
























を行った。インタビュー調査の概要を表 7-2 で示す。 
  
名称 開催時期 開始年 主催 備考
防災フィスティバル 3月第1・日曜 2002年 今井町防災会
今井町並み散歩 5月第3・土日 1996年 今井町町並み保存会 一部が復活したもの
行者まつり 7月7日 昔から 春日講 既存行事
大神宮 7月16日 昔から 町内会 既存行事
地藏尊 7月23日、24日 昔から 町内会 既存行事
今井灯火会 8月第1・日曜 2008年 今井町町並み保存会 新規イベント
秋祭り・だんじり 10月第3・日曜 1998年 自治会・町内会 復活したもの
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なお、参与観察を調査した期間は 2011 年 10 月から 2014 年 10 月までである。
その内訳は防災フェスティバル 2 回、今井町並み散歩 2 回、行者まつり 1 回、
地藏尊 2 回、今井灯火会 2 回、秋祭 2 回、その他の追跡調査 1 回）である。 
 






今井町防災会は、1995 年 12 月 9 日結成された住民組織である。本部役員（会
長・副会長 4 名）と各ブロックの役員（6 名）及び防災委員（10 世帯ごとに 1
名を選出する）によって構成されている。運営費は補助金と各世帯からの徴収
によって賄われている。橿原市は今井町防災会に対し補助金交付要領により年

















































内容 各防災訓練 各種展示・体験 祈願行事 祈願行事 蝋燭展示・茶席の体験
ダンジリ車を曳き、
街区の巡回
参加者 地区住民 地区住民、来訪者 地区住民 地区住民 地区住民 地区住民、来訪者
















3 月 18 日今井町を保存する会を発足させた。この組織は曲折を経て今井町町並
み保存会に引き継がれて現在に至る。2010 年 4 月現在の保存会の理事は 90 名

























































 現在の防災フェスティバルは 1995 年 1 月に起きた阪神・淡路大震災と 2002
年 1 月末の全国文化財デーからの学びとして、いまい防災フェスティバルを実
施し始めたものである。 
                                                  
200 長谷部八郎（2013）『「講」研究の可能性』慶友社 P65-136 





ニューは異なり、たとえば、2002 年 1 月 27 日では今井小学校体育館にて防災
関連競技が行われた、2003 年 1 月 26 日では今井小学校体育館にて担架の作り
















さらに第 13回までは開催期間が 2日間であった。その内容にを表 7-5に示す。  







































一方、民俗行事として地藏盆は関西を中心に広がりを見せ、7 月または 8 月に行
































済地理学年報 第 50 巻 P81-87 






1998 年 10 月、春日神社の秋祭りで「だんじり」の町内巡行が 40 年ぶりに復
活した。この「だんじり」は 1998 年に行われた「奈良シルクロード博覧会」に
出展するため、橿原市の助成によって橿原「だんじり」保存会（1997 年 10 月
発足）が中心になって復元したものであり、現在の「だんじり」巡行は自治会
がその役目を負っている。 








2012 年 3 月 4 日に防災フェスティバルが実施されたが、当日、実際に火災が
起り、その緊急措置などの出来事を観察した。 
火災現場の様子を写真 7-1 で示す。同日午前 9 時 19 分ごろ、今井町 1 丁目に
ある（K さん 92 歳）木造 2 階建て住宅から火災が発生した。火災に気付き駆け
付けた住民ら（写真 7-1A）や消防団員・写真（7-1B、7-1C）が消火器をリレー
して消火にあたり、延焼を食い止めて、文化財指定されている近くの建物を火
の手から守った。1 階約 40 平方メートルと 2 階約 20 平方メートルのうち、（1・
2 階部分）各階約 10 平方メートルを焼き、約 1 時間後に鎮火した。また、1 週
間後の火災事故検証が終わった現場（写真 7-1D）では 2F 建ての建物が焼かれ、
住めない状態になった。 
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7-1A 消火に駆けてきた町民 7-1B 駆けた消防員 
7-1C ポンブで消火 7-1D 消火後 








 2012 年今井町町並み散歩の開催日は 5 月 11 日から 5 月 19 日で、第 18 回目
となった。開催期間と開催内容及び利活用の町家と他の空間を表 7-6 と表 7-7
で示した。 
  
 7-2A 開会式  7-2B 参列者 
7-2G 怪我救済法 B・
 7-2C ポンブ訓練  7-2D 煙の経験 7-2E 救急説明 
7-2F 怪我救済法 A・脚 7-2H 炊き出しの配膳
 7-2I 綿飴作り  7-2J 参加した子供達  7-2K 訓練終了後の会場
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表 7-6 第 18 回の開催内容 
 
表 7-7 利活用の町家空間と街区 
 
 
また、参与観察した町の変化と利用する町家の様子を写真 7-3 で示した。5 月
11 日から 5 月 17 日までの開催内容は主に展示とクイズラリーを中心とするも
のである。また、5 月 19 日の茶行列コースを図 7-1 で示す。写真 7-3 で示した
ように、開催前と開催後の町家の空間と街区空間の違いがはっきりと見られた。
前項で説明したように第 13 回は開催日が 2 日だったが、第 14・15 回から開催
内容と開催期間に大幅な変化が見られた。 
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写真 7-3 今井町町並み散歩の様子 
 
図 7-1 茶行列のコース（今井町町並み保存会の資料より） 
 
  
7-3C 茶粥 7-3A 書道展示 7-3B 展示 
7-3D 町並見学の人々 7-3E 茶行列 7-3F 茶席 
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六歳市の出店エントリーリストから、第 18 回今井町町並み散歩の六斎市に出
店した方は 118 名である。118 名の出店回数と出店理由は以下のように整理で
きる。まず、10 回以上を出店している割合は 20％、5 回以上を出店している割
合は 15％、5 回未満を出店している割合は 60％以上を占めることがわかった。
また、六斎市に出店した理由は、「①今井町の伝統的な町並みへの出店は憧れが
あった。②今井町は昔の商家町であるからいつか今井町で店を開きたかった。
③友人から一緒に店を開こうという誘いがあった。」の 3 点が挙げられる。 
 
3）行者まつりの当日 








写真 7-4 行者まつりの様子 
 当日は、家族連れや家族を代表して一人が参加する方もみられた。今井町の
住民を中心とする行事であるため、持ち込まれる護摩木を焚き尽くすまでに時




7-4A 参拝 7-4B 祈願護摩木
7-4D 消防員 7-4C 護摩焚き 
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4）地藏まつりの当日 
今井町の地蔵まつりは毎年 7 月 23 日と 24 日の二日間開催されている。当日




日の朝 8 時頃、事前に用意した粗品を地藏の前に供える。そして 17 時に各地藏
を巡回するお坊さんが祈願を行う。写真 7-5C で示したような祈願を行うものが





写真 7-5 地蔵尊の様子 
5）今井灯火会の当日 
まず、準備の概要を説明する。当日午前 9 時頃から 12 時までの間、開催委員
会は開催地区の代表者に蝋燭、入れ物、着火の器具などを分配した。代表者は
それらを配置箇所に運ぶ。また、茶席、竹の伐採、会場作りなどの準備作業も








町の住民を始め、近隣などからも 500 名以上がこの灯火会に参加した。 
7-5A 屋外地藏    7-5B 屋外地藏    7-5C 祈願の様子 
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写真 7-6 今井灯火会の様子 
6）秋祭りの当日 















7-6E 中尊蘇の入口  
7-6C 街区内の蝋燭の列 7-6B 灯篭流し 
7-6G 手作りの灯篭 7-6H 茶席の受付 
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7-7B 地区内の巡回  7-7C 地区外の巡回 











用の内容をを表 7-8 で示される。 
表 7-8 イベントの場としての利活用 
 
 



















































3 行者まつり 春日講 春日神社 地区住民 住民同士の交流ができる 特にみられない
4 地蔵まつり 町内会 23箇所の地蔵の前 地区住民 住民同士の交流ができる 子供の姿がみられない番地がある
5 今井灯火会 今井町町並保存会 地区の施設 地区住民・周辺住民 住民同士の交流ができる 実施しない番地もみられる
6 秋祭り 自治会 街区、春日神社 地区住民・来訪者 住民同士の交流ができる 特にみられない





第 13 回と第 18 回を比較してみると、次のような変化がみられる。①開催期
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7.5. 本章のまとめ 
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207 文化庁・伝建地区 2013 年 5 月現在 104 か所 
208 李乙圭・高橋鷹志・鈴木毅（1997）「社会的交流からみた地域施設の利用し
やすさに関する研究―東京都の社会教育施設のケーススタディー」日本建築学
会計画系論文集 第 493 号,P145-152 
209 浅沼有紀・天野克也・谷口汎邦（1997）「都市居住高齢者の生活特性と余暇
関連施設の利用特性についてー都市居住高齢者の地域施設の利用構造に関する
研究・その 2」日本建築学会計画系論文集 第 492,pp.119-125 
210 木下誠一・矢部亮・今井正次（2008）「居場所としての地域公共施設のあり
方に関する研究―三重県における居場所選択特性と地域差」日本建築学会計画
系論文集 第 628 号,pp.1205-1212 





 本章は 5 節によって構成される。 

















































2011 年と 2012 の年アンケート調査から店舗・店の利用の状況を確認すること
にした。 
表 8-1 インタビュー調査概要 
 
 
表 8-2 来訪者に対するアンケート調査回答概要 
 
                                                  










調査日 2011年9月1日 2011年10月9日 2012年5月8日
対象者 整備担当者 町づくり施設・見学施設の担当者 担当関係者
インタビュー内容 施設規模、利用規則の有無、利用現状、維持管理などの内容
地域 今井町への来訪日 訪問調査日 アンケート回答日 回答数 回答率
地区1・内子町 2011年3月13日 2012年2月15日 2012年2月 15/22 68%
地区2・小浜西組 2011年11月20日 2012年2月27日 2012年2月 15/22 68%




















表 8-3 で示す。 
表 8-3 施設の概要 
 
 




理を担う。1 階の展示と 2 階会議室の利用模様を写真 8-1、8-2 で示す。 




さらに年 1 回のイベントを開催する際は、1 階を体験空間として利用する。その
体験利用とスタッフによる説明模様を写真 8-3、8-4 に示す。 





                                                  
214 建物は明治 38 年（1903 年）旧高市郡教育博物館として建設されたもので、
昭和 4 年（1929 年）より今井町役場にも使用されていた。今井町を重伝建地区
として選定する際、準備室として使われた時期もあった。 
215 第 26 回町並みゼミ（2003 年）開催したとき、2 階を大会準備のため事務処
理の空間に変えた。それ以来、2 階を見学することができなくなった。 
 
施設 設立時期 延べ面積 利用規則の有無
管理規定の
有無 （常時）スタッフの配置
今井まちなみ交流センター 1995年2月 443㎡ 有 有 3人（1人常駐、2人輪番制）
今井まちや館 1998年5月 134㎡ 有 有 1人（3人で輪番制）
今井まちづくりセンター 2001年6月 147㎡ 有 有 1人（20人で輪番制）
ゆうゆう今井 2008年11月 40㎡ 有 有 無
今井庵 2010年8月 73.4㎡ 有 有 無




必要である。スタッフによる説明と講習会の会場風景を写真 8-5、8-6 に示す。 
 
 
ゆうゆう今井は 2008年 11 月から障害者が活用しやすい施設として開設した。
2 室で構成され、1 室は障害者たちが手作りの作品を展示する空間である。他の
1 室は講習・実習を行うための空間である。 
今井庵は 2010 年 8 月から NPO 法人今井まちなみ再生ネットワークが所有者












それらの施設の年度別（2010 年現在）の見学数の推移を図 8-1 に示す。 
                                                  
216 今井町町並み保存整備事務所（2012）3 施設の来訪者統計データ 
写真 8-1 見学     写真 8-2 会議    写真 8-3 体験 
写真 8-4 見学     写真 8-5 見学    写真 8-6 講習会 
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中心とする講習会・練習会が年に 10 回以上開催されている実績がある。 
 
 
図 8-1 施設の来訪者推移 
(今井町町並保存整備事務所の資料を参考し筆者作成)  
                                                  



























1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
人数 今井まちなみ交流センター 今井まちづくりセンター 今井まちや館
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8.3.3 施設の利活用の現状 




井町を視察したものである。視察の方々は 2011 年 11 月 20 日の午後 12 時から
午後 15 時まで今井町に滞在した。当日、今井町の町並み保存会会長とガイド役
の保存会関係者は作業衣姿で小浜西組の来訪者を迎えた。今井まちなみ交流セ









































2012年8月7日 まちなみ視察 今井まちなみ交流センター 30分 12名 居住者・2名来訪者・10名 外国からの視察
2012年10月20日 まちづくりの情報誌編集作  今井まちづくりセンター 1時間 3名 居住者・3名来訪者・0名
まちづくり活動の情報紙・
月毎に発行する
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講師は今井町町並保存会会長で、当日、講師が今井まちなみ交流センターで受
講生 11 名を迎えた。受講生達は今井まちなみ交流センターの 2 階で講義の主旨
説明を受けてから 1 階の展示場で見学する。その後、今井まちづくりセンター
に移動し 11 時から 17 時までの講義を受けた。 
「イベント時の体験利用」は、毎年 5 月第 3 日曜の今井町並み散歩で、今井
まちや館で茶粥を体験するものである。今井まちや館を利用し、不特定多数の
来訪者・80 名の方に炊き立ての大和茶粥を有料で体験してもらう。体験者は初
回の方もいれば、数回以上の方もいる。当日、朝 8 時から総勢 15 名のスタッフ
が茶粥の炊き準備をここで行う。体験できる時間は 10 時から 15 時までであり、




家の紹介を開催する際、今井まちなみセンターの 2 階を利用する。当日、朝 10













わった後、18 時以降の 1 時間程度を利用し今井まちづくりセンターで情報紙の
内容を議論しながら決めている。 
「講習会」は橿原市の障害者支援を行う団体が 2 室の町家を利用し、福祉事






まず、5 施設の利用実績と参与観察した内容からその利活用の現状を表 8-5 で
示す。次に、5 施設の利活用パターンを整理しておく。   
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表 8-5 各施設の利活用の現状 
 






























 回答者の年代・性別をみると 114 人の中 10 代～30 代は 14 人で（男性 11、
女性 3 名）、40 代が 14 人（男性 10 名、女性 4 名、50 代は 19 名（男性 10 名、
女性 9 名）、60 代以上は 67 名（男性 37 名、女性 30 名）である。 







店舗・店の利用有無の結果を表 8-6 で示す。まず、団体 55 人中店舗を利用し









空き町家の利用選択意向を表 8-7 で示す。団体 55 人中で居住利用と居住兼店













利用した人数/内容 酒屋 醤油屋 軽食・カフェ ギャラリー 豆腐屋 和菓子
個人（N＝22） 23% 9% 27% 18% 5% 0%
団体（N＝10） 80% 0% 0% 0% 0% 20%
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 1）来訪回数と来訪後の認識の結果を表 8-8、8-9 で示す。 
表 8-8 より、団体の 1 回の割合は 87％、2 回以上は 13％を占める。個人の 1
回の割合は 75％、2 回以上は 25％を占める。来訪者のリピータ率は団体より個
人の方が高いといえる。 
表 8-9 より、今井町の良い点を「そう思う」は No.1 について団体が 60％、
個人が 78％、No.2 について団体が 51％、個人が 25％、No.3 について団体が
58％、個人が 51％、No.4 について団体が 7％、個人が 51％、No.5 について団
体が 51％、個人が 17％、No.6 について団体が 25％、個人が 12％である。この
中で、団体と個人が町家と町並みを高く評価していることがわかった。また、
今井町の悪い点を「そう思う」は、No.7 について団体が 25％、個人が 19％、
No.8 について団体が 9％、個人が 12％、No.9 について団体と個人が同じ 27％、 
No.10 について団体が 24％、個人が 5％、 No.11 について団体が 9％、個人が
5％、 No.12 について団体が 13％、個人が 20％である。この中で、No.10 道幅
について、個人がそれほど問題にしていないことがかわった。 
  










N=55 58% 5% 25% 2% 9%
個人
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回答者 114 名の中、自由記述をした方は 19 名である。その内訳は団体の来訪








表 8-10 個人の自由回答内容 
 
  
そう思わない そう思う そう思わない そう思う
1 町並みがきれい 40% 60% 22% 78%
2 道路景観がきれい 49% 51% 75% 25%
3 町家建築がすごい 42% 58% 49% 51%
4 看板がわかり易かった 93% 7% 49% 51%
5 解説がわかりやすかった 49% 51% 83% 17%
6 出迎えの服装がよかった 75% 25% 88% 12%
7 崩壊しそうな家屋がある 75% 25% 81% 19%
8 車が地区内を走っている 91% 9% 88% 12%
9 販売機の概観が地区にふさわしくない 73% 27% 73% 27%
10 道路幅が狭い 76% 24% 95% 5%
11 店を利用できるくーポンがない 91% 9% 95% 5%
12 その他 87% 13% 80% 20%
No
No
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地元政府の個別調査などによって基本調査が行われてきた。その調査の結果と



































の割合が 1 から 2 割であったことに対して、今回の調査では「観光宿泊の宿」
に対する住民の意向が 4 割であり、「映画上映・音楽会・展示など多機能の場」
に対する住民の意向が 5 割を占めること。 
②町全体のイベントに対して、60 代、70 代の参加者の割合が 3 割から 4 割を
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占めるが、丁単位のイベントに対しての参加者の割合は 6 割を占めること、ま




























































法に応じて表 9-2 のように利活用手法のパターンがみられる。 
 
















































































































する研究その 1・3」日本建築学会大学学術講演梗概集 P751-752 
学校教育研究会「学校教育」第 34 巻 pp16-20 














て」その 1・2」日本建築学会大会学術講演梗概集・北海道 P683-686 































関する研究 その 2」日本建築学会大会学術講演集  
今井小学校（2012）ユネスコスクール資料 
今井町史編纂委員会（1957）『今井町史』中西文山堂 





今井灯火会実行委員会（2012）「第 5 回灯火会実施資料」 
根田克彦(2010)「伝統的建造物群保存地区におけるイベント型観光の可能性―橿
原市今井町の事例」奈良教育大学 No59(1) P101-115 
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2005 年 4 月、筆者は日本語学校の推薦を頂き、関西学院大学に入学した。2007































































































5：接客をする場合は、どの番号を使いますか？（    ）  








①ある ②ない  
 
 
①一進式 ②二進式 ③三進式 ④その他 
 
平面図＆方位を書く欄 






















①農業 ②出稼ぎ ③その他（  ） 
① ある ②ない ③わからない 
① 現住所 ②集合住宅 ③その他（   ） 
①はい  ②いいえ  ③わからない 
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なお、この調査は重伝建地区今井町 1 丁目から 4 丁目の全世帯を対象とし、実
施しております。 








〒669－1337 兵庫県三田市学園 2-1 
関西学院大学大学院 博士課程後期課程 










家族（   ）人  
構成：（親、夫、妻、兄弟・姉妹、息子、娘、息子夫婦、娘夫婦、孫、その他 ） 
あなたの年齢 ＿＿＿＿ 性別     職業     
回答例：自営業、非自営業、無職、その他（  ） 
 
問 2．あなたの居住年数と居住形態及び今後の居住意識をお伺い致します。 
  今井町での居住年数（  ）年  
現在の住まいは ①持家 ②借家 ③その他（  ） 
将来の希望は  ①今井町で住み続けたい ②他地域に住みたい  
③わからない 
 
問 3．住民として参加したものに○、そうでないものに×を付けてください。        
  防災フェスティバル  
①各種訓練に参加した ②参加しなかった  ③興味がない        
  今井町町並み散歩  
①手伝いとした参加  ②参加しなかった ③興味がない  
  今井町・町内会の地藏まつり・行者まつり・その他  
①行事に参加した ②参加しなかった ③興味がない 
今井灯火会   
①準備に参加した ②参加しなかった  ③興味がない  
秋だんじりまつり  
①巡回に参加した ②参加しなかった ③興味がない 
その他（不定期の講習会・音楽会・コンサート）      




 空き家の利活用研究会 ①参加したい ②どちらもいえない  
    ③参加したいと思わない 
まちづくり講習会 ①参加したい ②どちらもいえない  
    ③参加したいと思わない 
県外での勉強・研修会 ①参加したい ②どちらもいえない  
③参加したいと思わない   
 他地域との交流会 ①参加したい ②どちらもいえない  
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問 5.今後「空き家」の利活用として次の方法についてどのように思われますか。 
 期間限定の中華・和・洋料理専門店として使う  
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
観光宿泊の宿として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
 映画上映、音楽会、写真展示など多機能な場として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
酒造り、農業などの経営に関する学習やセミナーの場として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
新たな取り組みは難しいと思う 




   ①必要だと思う ②どちらもいえない ③必要だと思わない 
 行政が所有者と不動産会社及び NPO の連携を促進し利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者同士が連携し、利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者が不動産会社と連携し、利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者が NPO 法人と協力し、利用計画を立てる 







嘉雲亭        ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
今井庵        ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上  
古伊         ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上     
フランス料理店「TAMA」①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上④年 1 回以上 
めいぷる       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
粋庵         ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
大川コーヒー     ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
サガン井上      ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
恒岡醤油       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
やくぜん       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
夢咲長屋の店・店舗  ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
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カステラ店      ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
河合酒造       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 





 今井まちづくりセンター ①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 華甍（国際交流センター）①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 まちやかん     ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上  
今井町並み整備事務所・景観支援センター 
           ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 その他         ①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 
問 10.現在と将来の今井町についてのご意見 
①現在の今井町について、今井町の住民としてお気づきの点をご記入ください。 
②これからの今井町がどうあってほしいかご希望をご記入ください。 
 
 
ご協力ありがとうございました。 
 
